
【専任特例１号の配置が認められている案件で専任特例１号を配置する場合のみ提出】
［様式第１号]
（
　　年　　月　　日

監理技術者等の配置に関する届出書（専任特例１号）

大阪府　　　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　

建設業法第２６条第３項第１号の規定の適用を受ける監理技術者等（以下、「専任特例１号」という。）について、下記のとおり届け出ます。

	工事名称
	大阪府営阪南尾崎６丁目第１期高層住宅（建て替え）新築衛生設備工事

	当該工事現場に配置する
専任特例１号の氏名
	

	専任特例１号が兼務する工事の名称及び施工場所
	工事名称：

施工場所：


　なお、専任特例１号の配置に関しては、入札説明書等に定める条件を遵守します。

※　請負代金額が、4,500万円（建築一式工事の場合は、9,000万円）以上となる工事のうち、専任特例１号の配置が認められている案件で専任特例１号を配置しようとする場合は、必要事項を記入し、下記の書類を添えて提出してください。
①兼務要件チェックリスト(専任特例１号)　[様式第４号]
②建設業法施行細則令第17条の２に基づく人員の配置を示す計画書
　国土交通省ホームページより参考様式をダウンロード利用　　　https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001851310.xlsx


【専任特例２号の配置が認められている案件で専任特例２号を配置する場合のみ提出】
［様式第２号]
（
　年　　月　　日

監理技術者の配置に関する届出書（専任特例２号）

大阪府　　　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　
建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「専任特例２号」という。）及び監理技術者を補佐する者（以下、「監理技術者補佐」という。）の配置について、下記のとおり届け出ます。

	工事名称
	大阪府営阪南尾崎６丁目第１期高層住宅（建て替え）新築衛生設備工事

	当該工事現場に配置する専任特例２号の氏名
	

	当該工事現場に専任配置する監理技術者補佐の氏名
	

	専任特例２号が兼務する工事の名称及び施工場所
	工事名称：
施工場所：


　なお、専任特例２号の配置に関しては、入札説明書等に定める条件を遵守します。
※　請負代金額が、4,500万円（建築一式工事の場合は、9,000万円）以上となる工事のうち、専任特例２号の配置が認められている案件で専任特例２号を配置しようとする場合は、必要事項を記入し、下記の書類及び証する資料を添えて提出してください。
①兼務要件チェックリスト（専任特例２号）　[様式第５号] 
②配置技術者名簿（監理技術者補佐）　[様式第７号]
③監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例２号に求める技術検定種目と同じであること。
④監理技術者補佐は受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。
⑤監理技術者補佐が担う業務等の分担を明確にすること。
[bookmark: _Hlk201752222]
【特定営業所技術者又は営業所技術者を配置する場合に提出】
[第３号様式]
（
　年　　月　　日

監理技術者等の配置に関する届出書
（営業所技術者等）

　大阪府　　　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　

建設業法第２６条第の５の規定の適用を受ける監理技術者等（以下、「営業所技術者等」という。）の配置について、下記のとおり届け出ます。

	工事名称
	大阪府営阪南尾崎６丁目第１期高層住宅（建て替え）新築衛生設備工事

	当該工事現場に配置する
営業所技術者等の氏名
	

	営業所技術者等が所属する営業所名及び住所
	営業所名：
営業所の住所：


　なお、営業所技術者等の配置に関しては、入札説明書等に定める条件を遵守します。

※　請負代金額が、4,500万円（建築一式工事の場合は、9,000万円）以上となる工事のうち、建設業法第26条の５の規定の適用を受ける監理技術者等の配置が認められている案件で営業所技術者等を配置しようとする場合は、必要事項を記入し、下記の書類を添えて提出してください。
①営業技術者等兼務要件チェックリスト（営業所技術者等）　[様式第６号]
[bookmark: _Hlk203399148]②建設業法施行細則令第17条の５に基づく人員の配置を示す計画書
　国土交通省ホームページより参考様式をダウンロード利用　　　https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001851310.xlsx


【専任特例１号の配置が認められている案件で専任特例１号を配置する場合のみ提出】
[様式第４号]
【兼務要件チェックリスト（専任特例１号）】

工事名称　大阪府営阪南尾崎６丁目第１期高層住宅（建て替え）新築衛生設備工事　

	No
	要件
	確認欄

	１
	各工事の請負代金の額が、１億円未満（建築工事の場合は２億円未満）である。
	☐
	２
	工事現場間の距離が、１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内である。
	☐
	３
	各建設工事の下請次数は３次までとする。
	☐
	４
	監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための連絡員を各工事に配置する。（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事と同業種の種類に関する実務経験を１年以上有する者）
	☐
	５
	工事現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置を行う。（※１）
	☐
	６
	国土交通省ホームページより「建設業法施行細則令第17条の２に基づく人員の配置を示す計画書（参考様式）」（※２）をダウンロードして計画書を作成し、事後審査資料として提出するとともに、工事現場毎に据え置く。
	☐
	７
	現場状況を確認するための情報通信機器を設置する。（※３）
	☐
	８
	監理技術者は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある。
	☐
	９
	同一の監理技術者が、専任特例１号を活用した工事現場（本件）と専任特例２号を活用した工事現場を兼務することはできない。
	☐

（※１）施工体制を確認できる情報通信技術の措置について
工事現場の施工体制を監理技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認するための措置を講じていることが必要である。
情報通信技術については、現場作業員の入退場が遠隔から確認できるものとし、CCUS 又はCCUS とAPI 連携したシステムであることが望ましいが、その他のシステムであっても、遠隔から現場作業員の入退場が確認できるシステムであれば可能である。
（※２）建設業法施行細則令第17条の２に基づく人員の配置を示す計画書　　　https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001851310.xlsx
（※３）現場状況を確認するための情報通信機器の設置について
監理技術者等が、当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況の確認をするために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、かつ当該機器を用いた通信を利用することが可能な環境が確保されていること。なお、情報通信機器については、遠隔の現場との必要な情報のやりとりを確実に実施できるものであればよく、一般的なスマートフォンやタブレット端末、WEB 会議システムでも構わない。また、通信環境については、例えば、山間部等における工事現場において、遠隔からの確実な情報のやりとりができない場合はこの要件に該当しない。


【専任特例２号の配置が認められている案件で専任特例２号を配置する場合のみ提出】
[様式第５号]
【兼務要件チェックリスト（専任特例２号）　】

工事名称　大阪府営阪南尾崎６丁目第１期高層住宅（建て替え）新築衛生設備工事

	No
	要件
	確認欄

	１
	監理技術者補佐を工事現場毎に専任で配置する。
	☐
	２
	監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者である。なお、監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、監理技術者に求める技術検定種目と同じである。
	☐
	３
	監理技術者及び監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある。
	☐
	４
	同一の監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。
	☐
	５
	監理技術者が兼務できる工事は、大阪府内で施工される工事でなければならない。ただし、大阪府発注の工事には限らない。
	☐
	６
	監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければならない。
	☐
	７
	監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制である。
	☐
	８
	監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにする。
	☐
	９
	監理技術者が兼務できる工事は維持工事※以外の工事でなければならない。（現契約工事が維持工事の場合の条件）
	☐
	１０
	同一の監理技術者が、専任特例１号を活用した工事現場と専任特例２号を活用した工事現場（本件）を兼務することはできない。
	☐

※「維持工事」とは通年維持工事等の社会機能の維持に不可欠な工事（24 時間 体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）をいう。

【特定営業所技術者又は営業所理技術者を配置する場合に提出】
[様式第６号]
【兼務要件チェックリスト（営業所技術者等）】

工事名称　大阪府営阪南尾崎６丁目第１期高層住宅（建て替え）新築衛生設備工事

	No
	要件
	確認欄

	１
	営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された工事現場である。
	☐
	２
	工事現場の数が１件である。
	☐
	３
	各工事の請負代金の額が、１億円未満（建築工事の場合は２億円未満）である。
	☐
	４
	営業所と工事現場間の距離が、１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内である。
	☐
	５
	各建設工事の下請次数は３次までとする。
	☐
	６
	監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための連絡員を各工事
に配置する。（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建
設工事と同業種の種類に関する実務経験を１年以上有する者）
	☐
	７
	工事現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置を行う。（※１）
	☐
	８
	国土交通省HPより「建設業法施行細則令第17条の５に基づく人員の配置を示す計画書（参考様式）人員の配置を示す計画書」（参考様式）（※２）をダウンロードして計画書を作成し、事後審査資料として提出するとともに、工事現場毎に据え置く。
	☐
	９
	現場状況を確認するための情報通信機器を設置する。（※３）
	☐
	１０
	営業所技術者等は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある。
	☐

（※１）施工体制を確認できる情報通信技術の措置について
工事現場の施工体制を監理技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認するための措置を講じていることが必要である。
情報通信技術については、現場作業員の入退場が遠隔から確認できるものとし、CCUS 又はCCUS とAPI 連携したシステムであることが望ましいが、その他のシステムであっても、遠隔から現場作業員の入退場が確認できるシステムであれば可能である。
（※２）建設業法施行細則令第17条の５に基づく人員の配置を示す計画書　　　https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001851310.xlsx
（※３）現場状況を確認するための情報通信機器の設置について
監理技術者等が、当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況の確認をするために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、かつ当該機器を用いた通信を利用することが可能な環境が確保されていること。なお、情報通信機器については、遠隔の現場との必要な情報のやりとりを確実に実施できるものであればよく、一般的なスマートフォンやタブレット端末、WEB 会議システムでも構わない。また、通信環境については、例えば、山間部等における工事現場において、遠隔からの確実な情報のやりとりができない場合はこの要件に該当しない。
[bookmark: RANGE!A1:AO45][bookmark: _Hlk201751408]
【専任特例２号の配置が認められている案件で専任特例２号を配置する場合のみ提出】
[様式第７号]
配置技術者名簿（監理技術者補佐）

当該工事に配置する監理技術者補佐の資格・受持工事を記入してください。
	配置技術者　氏名
	

	
	

	監理技術者補佐が
行う業務内容　※7
	記載例）施工計画の作成、工事の工程管理、検査・試験の実施及び品質管理等の業務の補佐　

	該当要件
（１もしくは２に〇をつけ、記入すること）

※１　※５
	１．　一級施工管理技士補であり、主任技術者の要件を満たしている　

	
	

	①一級施工管理技士補
検定種目：
番　　　号：

	
	
	②主任技術者となる資格もしくは実務経験
・資格名： 
番　号：
・実務経験　※２
（10年以上　・　高等学校、専門学校卒5年以上　・　大卒等3年以上）

	
	２．　監理技術者の要件を満たしている　※３

	
	
	資格名：
番　号：

	現在の受持工事 ※４
	受持工事の有無
	有　　・　　無
（いずれかを○印し、「有」の場合は以下記載すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	令和　　年　　月　　～　　令和　　年　　月

	
	
	


※１　資格証等の写しを添付すること。
※２　実務経験の場合は、実務経歴書（別紙参考様式）を添付すること。
（高等学校、専門学校卒及び大卒等の場合は指定学科卒業であること。）
※３　一級施工管理技士等の国家資格等により監理技術者の要件を満たしていること。
※４　「有」の場合は「配置技術者の専任性に関する誓約書を併せて提出すること。
また、工事途中より監理技術者補佐を配置する場合は、受け持ち工事は「無」であること。
※５　資格者証等により３ヶ月以上の雇用を確認できない場合は、資格者証本人の雇用関係証明書類（※６）を添付すること。
※６　「雇用関係証明書類」とは、健康保険･厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の決定通知書･変更通知書その他雇用関係を証明できる書類のうちいずれかの書類。
※７　監理技術者補佐は、専任特例２号の場合の監理技術者の指導監督のもと、専任特例２号の場合の監理技術者の職務を補佐すること。

【専任特例２号の配置が認められている案件で専任特例２号を配置する場合のみ提出】
令和　　年　　月　　日

実務経歴書

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日　（大正・昭和・平成　　年　　月　　日生）

下記のとおり相違ありません。

学歴　昭和・平成・令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　卒業
職歴　昭和・平成・令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　入社
昭和・平成・令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　退社
昭和・平成・令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　入社
昭和・平成・令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　退社
昭和・平成・令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　入社
現在に至る
工事等経歴
	担当期間
	発注者名
	工事名称
	契約金額
(千円)
	備考

	
	
	
	
	

	建設業法第26条による
経歴年数
	　　　　　　　年　　　　月


※備考欄に主任技術者として従事した工事の場合は主任と記載すること。
書ききれない場合は、別紙に続けて記載すること。
	担当期間
	発注者名
	工事名称
	契約金額
(千円)
	備考

	
	
	
	
	

	建設業法第26条による経歴年数
	　　　　　年　　　　月


※備考欄に主任技術者として従事した工事の場合は主任と記載すること。
